
〒105-6426 東京都港区虎ノ門1-17-1
https://www.smd-am.co.jp

■�口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ�
お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■�当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式

信託期間 2014年４月４日から2024年３月４日まで

運用方針 投資信託証券への投資を通じて、わが国
の株式への投資に加え、「高金利通貨戦
略」と「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を組み合
わせることで、インカムゲインとオプ
ションプレミアムの確保、ならびに中長
期的な信託財産の成長を目指します。

主要投資対象 当ファンドは以下の投資信託証券を主要
投資対象とします。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ

日本の株式

マネー・マネジメント・マザーファンド

本邦通貨建て公社債および短期金融商
品等

当ファンドの
運用方法

■わが国の株式を実質的な投資対象と
し、ファンダメンタルズおよびバリュ
エーション等を勘案し魅力的な銘柄に
投資することで、中長期的な信託財産
の成長を目指します。

■「高金利通貨戦略」では、相対的に金
利水準の高い通貨の為替取引を実質的
に行います。

■「株式カバードコール戦略」および
「通貨カバードコール戦略」を行うこ
とで、オプションプレミアムの確保を
目指します。

組入制限 ■外貨建資産への直接投資は行いません。

分配方針 ■毎月４日（休業日の場合は翌営業日）
に決算を行い、分配を行います。

■分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドは投資信託証券への投資を通じて、わ

が国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦略」と

「株式カバードコール戦略」および「通貨カバー

ドコール戦略」を組み合わせることで、インカム

ゲインとオプションプレミアムの確保、ならびに

中長期的な信託財産の成長を目指します。当作成

期についても、運用方針に沿った運用を行いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。

日本株アルファ ・ カルテット

（毎月分配型）
【運用報告書（全体版）】

第15作成期（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

第 期84 /
決算日2021年４月５日

第 期85 /
決算日2021年５月６日 決算日2021年６月４日

第 期86

第 期87 /
決算日2021年７月５日

第 期88 /
決算日2021年８月４日 決算日2021年９月６日

第 期89
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

 最近30期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公  社  債
組入比率

投資信託証券
組  入  比  率

純 資 産
総 額（分配落） 税 　 込

分 配 金
期 中 
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
60期（2019年４月４日） 2,231 60 0.5 0.0 96.7 135,946
61期（2019年５月７日） 2,134 60 △ 1.7 0.0 96.3 130,795
62期（2019年６月４日） 1,918 60 △ 7.3 0.0 96.4 117,639
63期（2019年７月４日） 1,995 60 7.1 0.0 96.8 121,224
64期（2019年８月５日） 1,885 40 △ 3.5 0.0 96.7 115,596
65期（2019年９月４日） 1,709 40 △ 7.2 0.0 96.8 102,821
66期（2019年10月４日） 1,754 40 5.0 0.0 97.0 103,892
67期（2019年11月５日） 1,862 40 8.4 0.0 97.0 108,976
68期（2019年12月４日） 1,793 40 △ 1.6 0.0 97.0 104,419
69期（2020年１月６日） 1,845 40 5.1 0.0 97.0 105,713
70期（2020年２月４日） 1,701 40 △ 5.6 0.0 96.7 97,416
71期（2020年３月４日） 1,430 40 △13.6 0.0 96.1 80,430
72期（2020年４月６日） 1,084 10 △23.5 0.0 97.1 58,555
73期（2020年５月７日） 1,145 10 6.5 0.0 96.9 56,449
74期（2020年６月４日） 1,225 10 7.9 0.0 97.2 58,364
75期（2020年７月６日） 1,154 10 △ 5.0 0.0 96.9 52,766
76期（2020年８月４日） 1,157 10 1.1 0.0 96.7 51,148
77期（2020年９月４日） 1,195 10 4.1 0.0 96.9 51,181
78期（2020年10月５日） 1,126 10 △ 4.9 0.0 97.1 47,087
79期（2020年11月４日） 1,085 10 △ 2.8 0.0 97.1 44,418
80期（2020年12月４日） 1,273 10 18.2 0.0 97.0 50,084
81期（2021年１月４日） 1,287 10 1.9 0.0 97.7 49,068
82期（2021年２月４日） 1,320 10 3.3 0.0 97.5 48,432
83期（2021年３月４日） 1,305 10 △ 0.4 0.0 97.3 46,713
84期（2021年４月５日） 1,392 10 7.4 0.0 97.4 48,034
85期（2021年５月６日） 1,406 10 1.7 0.0 97.9 46,337
86期（2021年６月４日） 1,512 10 8.3 0.0 98.1 47,358
87期（2021年７月５日） 1,532 10 2.0 0.0 97.8 46,553
88期（2021年８月４日） 1,467 10 △ 3.6 0.0 97.6 43,495
89期（2021年９月６日） 1,542 10 5.8 0.0 97.5 44,691

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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 当作成期中の基準価額と市況等の推移

決 算 期 年 月 日
基 準 価 額 公  社  債 

組 入 比 率
投資信託証券
組  入  比  率騰 落 率

第84期

（期　　　首） 円 ％ ％ ％

2021年３月４日 1,305 － 0.0 97.3

３月末 1,397 7.0 0.0 96.6

（期　　　末）

2021年４月５日 1,402 7.4 0.0 97.4

第85期

（期　　　首）

2021年４月５日 1,392 － 0.0 97.4

４月末 1,424 2.3 0.0 97.2

（期　　　末）

2021年５月６日 1,416 1.7 0.0 97.9

第86期

（期　　　首）

2021年５月６日 1,406 － 0.0 97.9

５月末 1,494 6.3 0.0 98.0

（期　　　末）

2021年６月４日 1,522 8.3 0.0 98.1

第87期

（期　　　首）

2021年６月４日 1,512 － 0.0 98.1

６月末 1,549 2.4 0.0 97.2

（期　　　末）

2021年７月５日 1,542 2.0 0.0 97.8

第88期

（期　　　首）

2021年７月５日 1,532 － 0.0 97.8

７月末 1,505 △ 1.8 0.0 97.8

（期　　　末）

2021年８月４日 1,477 △ 3.6 0.0 97.6

第89期

（期　　　首）

2021年８月４日 1,467 － 0.0 97.6

８月末 1,520 3.6 0.0 97.7

（期　　　末）

2021年９月６日 1,552 5.8 0.0 97.5
※期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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1  運用経過
基準価額等の推移について（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、作成期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

作成期首 1,305円

作成期末 1,542円
（当作成期既払分配金60円（税引前））

騰 落 率 ＋23.1％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

純資産総額（百万円）: 右軸

基準価額（円）: 左軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸

作成期首 作成期末'21/４ ５ ６ ７ ８
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●新型コロナウイルス対策で各国において大規模な金融緩和政策や景気刺激策が進められ
たこと

●製造業中心に企業業績の回復が進んだこと
●国内を含む先進国で新型コロナウイルスのワクチン接種が進み、経済正常化への期待が

高まったこと
●ＦＲＢ（米連邦準備制度理事会）議長がジャクソンホール会議（米カンザスシティ連銀が

毎年夏に開く金融・経済シンポジウム）で利上げは急がない姿勢を示したこと
●自民党次期総裁選に菅首相が出馬しないことを表明したことから次期衆院選で自民党大

敗のリスクが低下したこと
●高金利通貨戦略がプラスに寄与したこと
●株式カバードコール戦略がプラスに寄与したこと

基準価額の主な変動要因（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

当ファンドは、ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡへの投資を通じて、
わが国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦略」と「株式カバードコール戦略」および「通貨カ
バードコール戦略」を行いました。

上昇要因

●国内で緊急事態宣言が発令されたこと
●国内や新興国などで新型コロナウイルスが蔓延したこと
●半導体などの部材不足で生産制約が自動車産業などで起こったこと
●中国政府により産業・企業への規制が強化されたこと
●米国で量的緩和による金融資産の買い入れ額を順次減らしていくテーパリング開始観測

が強まったこと
●通貨カバードコール戦略がマイナスに作用したこと

下落要因
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投資環境について（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

期間の初め、日本株式市場は、米国の追
加経済対策やワクチン接種の進展による経
済活動の回復期待から堅調に推移しました。
その後、新型コロナウイルスの感染拡大な
どのマイナス要因と、金融緩和の継続や米
インフラ投資計画などのプラス要因の綱引
きとなり、一進一退の展開となりました。
５月にインフレ懸念の高まりから米長期金
利が上昇し、米国株式市場が大幅に調整す
ると、日本株式市場も大きく下落しました
が、その後は先進国での新型コロナウイル
スの感染収束傾向から戻り歩調となりまし
た。６月中旬から７月にかけては米国金利
の行方が焦点となり、利上げの前倒し観測
で株式相場は乱高下しました。米国金利は
落ち着いたものの日本株式市場は上値が重
い展開が続きました。７月に入ると、世界

的に新型コロナウイルス（デルタ型）の感染
者数が増加し、景気回復懸念から株式市場
は下落しました。日本株も東京都の緊急事
態宣言下での五輪となり、デルタ型の感染
拡大で景気回復への懸念が再燃したことな
どから軟調な展開となりました。８月の日
本株式市場は、感染力の強いデルタ型の感
染が全国に拡大したことや一部製造業の半
導体不足による減産報道などが相場の重石
となりました。しかし、ＦＲＢ（米連邦準備
制度理事会）議長が利上げは急がない姿勢を
示したことから米国株式市場が高値を更新
したことや、国内製造業の好業績などを背
景に日本株式市場も上昇に転じました。９
月は、菅総理の自民党総裁選不出馬の表明
を受けて、次期政権の政策期待から日本株
式市場は一段高となり期間末を迎えました。

日本株式市場は、もみ合いながら軟調に推移した後、期間末にかけて急速に上昇しまし
た。

新型コロナ変異ウイルスであるデルタ型
の世界的な感染拡大を背景に、世界経済の
先行きに関する警戒感が高まったことや、
ボルソナロ大統領の退陣を求める抗議活動
などがブラジルレアルの押し下げ圧力とな
りましたが、ブラジル中央銀行による政策
金利の引き上げや、ブラジルにおけるワク
チン接種の進展、パウエルＦＲＢ（米連邦準
備制度理事会）議長が議会証言の中で、量的

緩和縮小や景気支援策の解除はまだ先、と
の見解を示したことなどを巻き込み、ブラ
ジルレアルは対円で上昇しました。
国内短期金融市場では、期首－0.10％近
辺でスタートした国庫短期証券３ヵ月物の
利回りは、－0.08％～－0.15％内での動き
に終始し、－0.12％近辺で期間末を迎えま
した。

ブラジルレアルは対円で上昇しました。
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当ファンド
主要投資対象であるジャパン・エクイ

ティ・プレミアム・ファンド クラスＡを期
間を通じて高位に組み入れ、期間末の投資
信託証券組入比率は97.5％としました。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ

当ファンドの投資方針に従い、わが国の
株式の中から、財務の安定性、収益の成長
性など個々の企業のファンダメンタルズ（基
礎的条件）、配当利回りその他のバリュエー
ション（投資価値評価）等を考慮して、魅力
的な銘柄を選定して投資することにより、
中長期的な信託財産の成長を目指し運用を
行いました。

また、円売り／ブラジルレアル買いの為
替取引による高金利通貨戦略、わが国の株
価指数（原則としてＴＯＰＩＸとします。）
のコールオプションの売りを行う株式カ
バードコール戦略および円に対するブラジ
ルレアルのコールオプションの売りを行う
通貨カバードコール戦略を活用し、運用を
行いました。

マネー・マネジメント・マザーファンド
安全性と流動性を考慮し、短期の国債・政

府保証債を中心とした運用を行いました。
年限に関しては、残存６ヵ月以内の短期の
国債・政府保証債を中心とした運用を継続し
ました。

ポートフォリオについて（2021年３月５日から2021年９月６日まで）
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ベンチマークとの差異について（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

分配金について（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

期間の１万口当たりの分配金（税引前）は、基準価額水準等を勘案し、以下の通りといたしまし
た。

なお、留保益につきましては、運用の基本方針に基づき運用いたします。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

当期分配金 10 10 10 10 10 10
（対基準価額比率） （0.71%） （0.71%） （0.66%） （0.65%） （0.68%） （0.64%）

当期の収益 10 10 10 10 10 10

当期の収益以外 －  －  －  －  －  －  
翌期繰越分配対象額 880 882 884 886 887 889

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。 
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収

益率とは異なります。
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当ファンド
引き続き、運用の基本方針に従い、主と
して円建て外国投資信託証券への投資を通
じて、わが国の株式への投資に加え、「高金
利通貨戦略」と「株式カバードコール戦略」お
よび「通貨カバードコール戦略」を組み合わ
せることで、インカムゲインとオプション
プレミアムの確保、ならびに中長期的な信
託財産の成長を目指して運用を行います。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
運用方針としては、引き続き、わが国の
株式の中から、財務の安定性、収益の成長
性など個々の企業のファンダメンタルズ、
配当利回りその他のバリュエーション等を
考慮して、魅力的な銘柄を選定し、ポート
フォリオを構築していきます。また同一セ
クター内でも業績格差が拡大する傾向が続
くと見ていることから、業績見通しを精査
し、堅調な業績が見込める企業への選別投
資を進めていく方針です。こうした運用方
針を基に、中長期的な信託財産の成長を目
指します。
ブラジル中央銀行が声明文で示唆してい
る通りに追加利上げを実施し、高金利通貨
としての魅力が高まれば、ブラジルレアル
の押し上げ材料となることが予想されます。

また、新型コロナ変異ウイルスの感染者数
が鈍化するなど、世界経済の回復に対する
期待が高まれば、リスクセンチメント（投資
家心理）が改善され、ブラジルレアルの上昇
期待も高まるかと思われます。一方、原油
や鉄鉱石などの資源価格が下落した場合は、
資源国通貨であるブラジルレアルの重石と
なるリスクにも留意が必要です。
高金利通貨戦略では、相対的に金利水準
の高い通貨の為替取引を実質的に行います。
また、株式カバードコール戦略および通貨
カバードコール戦略を行うことで、オプ
ションプレミアムの確保を目指します。

マネー・マネジメント・マザーファンド
日本銀行は2021年３月の金融政策決定会
合において、より効果的で持続的な金融緩
和を実施していくための点検を行いました。
現時点で日本銀行によるマイナス金利の深
掘りの可能性は低いものの、現行の強力な
金融緩和政策を継続することから、市場利
回りは当分の間低い水準での推移を予想し
ます。当ファンドでは引き続き、安全性と
流動性をもっとも重視したスタンスでの運
用を継続し、短期の国債・政府保証債を中心
とした運用を行っていきます。ファンドの
平均残存年限については、２～４ヵ月程度
を目安に短めを基本とする方針です。

2  今後の運用方針
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3  お知らせ
約款変更について

該当事項はございません。
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１万口当たりの費用明細（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 8円 0.570％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は1,460円です。

投信会社: ファンド運用の指図等の対価
販売会社: 交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社: ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （3） （0.223）

（販 売 会 社） （5） （0.335）

（受 託 会 社） （0） （0.012）

（b） 売買委託手数料 － － 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料: 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株　　　　 式） （－） （－）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株　　　　 式） （－） （－）

（公　 社　 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 0 0.000 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:   海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:  監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他: 信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （－） （－）

（監 査 費 用） （0） （0.000）

（そ　 の　 他） （－） （－）

合 計 8 0.570

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額

のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
※各項目の費用は、当ファンドが組み入れている投資信託証券が支払った費用を含みません。
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参考情報 総経費率（年率換算）

※１の各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、各比率
は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。「１万口当たりの費用明細」の各比率と
は、値が異なる場合があります。
※２の投資先ファンド（当ファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く））の費用は、
実際に投資しているシェアクラスのデータが入手できない場合は、入手可能なファンド全体のデータ
をもとに委託会社が計算したものです。運用管理費用と運用管理費用以外の費用を明確に区別できな
い場合は、まとめて表示しています。投資先ファンドへの平均投資比率を勘案して、実質的な費用を
計算しています。
※１と２の費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。ま
た、計上された期間が異なる場合があります。
※上記の前提条件で算出している参考値であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。
当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証
券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した比率
に、投資先ファンドの経費率を加えた総経費率（年率）は1.94％です。

総経費率（ １＋２  ） 1.94％

１  当ファンドの費用の比率 1.12％

２  投資先ファンドの費用の比率 0.82％

その他費用
%0.00

運用管理費用
（受託会社） %0.02

運用管理費用
（投信会社） %0.44

運用管理費用
（販売会社） %0.66

1.94%

総経費率

運用管理費用および
運用管理費用以外
0.82%

2 投資先ファンドの費用 0.82% 1 当ファンドの費用 1.12% 
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 利害関係人との取引状況等（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

当作成期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
  （2021年３月５日から2021年９月６日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

 当作成期中の売買及び取引の状況（2021年３月５日から2021年９月６日まで）

投資信託証券

当 作 成 期

買 付 売 付

口 数 買 付 額 口 数 売 付 額

国 内 口 千円 口 千円 
ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ 24,536,450,754 2,851,126 106,069,303,905 12,393,624 

※金額は受渡し代金。

※国内には、円建ての外国籍投資信託証券を含みます。

 組入れ資産の明細（2021年９月６日現在）

（1）ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファンドの明細

フ ァ ン ド 名
作 成 期 首 作 成 期 末

口 数 口 数 評 価 額 組 入 比 率

口 口 千円 ％ 
ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ 431,401,797,142 349,868,943,991 43,593,670 97.5 

合　　　　　　　　　計 431,401,797,142 349,868,943,991 43,593,670 97.5 

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の比率。

（2）親投資信託残高

種 類
作 成 期 首 作 成 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円 

マネー・マネジメント・マザーファンド 1,998 1,998 1,993 

※マネー・マネジメント・マザーファンドの作成期末の受益権総口数は27,408,079口です。
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 投資信託財産の構成  （2021年９月６日現在）

項 目
作 成 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％ 
投 資 信 託 受 益 証 券 43,593,670 96.2 

マネー・マネジメント・マザーファンド 1,993 0.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,738,027 3.8 

投 資 信 託 財 産 総 額 45,333,691 100.0 

 資産、負債、元本及び基準価額の状況
(2021年４月５日)(2021年５月６日)(2021年６月４日)(2021年７月５日)(2021年８月４日)(2021年９月６日)

項　　　　　　目 第 84 期 末 第 85 期 末 第 86 期 末 第 87 期 末 第 88 期 末 第 89 期 末

(A) 資 産 48,549,398,192円 47,689,918,034円 47,940,999,943円 47,067,321,537円 43,990,352,863円 45,333,691,008円

コール・ローン等 1,724,021,002 2,187,405,927 1,331,830,266 1,443,553,352 1,437,860,279 1,478,478,146

投資信託受益証券(評価額) 46,805,857,572 45,374,799,187 46,481,188,885 45,530,219,692 42,430,231,025 43,593,670,421

マネー・マネジメント・
マザーファンド(評価額) 1,993,404 1,993,404 1,993,404 1,993,204 1,993,404 1,993,204

未 収 入 金 17,526,214 125,719,516 125,987,388 91,555,289 120,268,155 259,549,237

(B) 負 債 515,100,984 1,352,751,038 582,326,413 513,446,888 494,704,895 642,002,138

未払収益分配金 344,984,075 329,471,952 313,255,712 303,888,594 296,463,162 289,765,166

未 払 解 約 金 121,889,410 977,363,055 226,650,183 163,406,367 156,268,834 306,415,206

未 払 信 託 報 酬 48,033,374 45,535,019 41,865,532 45,410,198 41,053,835 44,708,161

その他未払費用 194,125 381,012 554,986 741,729 919,064 1,113,605

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 48,034,297,208 46,337,166,996 47,358,673,530 46,553,874,649 43,495,647,968 44,691,688,870

元 本 344,984,075,714 329,471,952,510 313,255,712,367 303,888,594,651 296,463,162,550 289,765,166,877

次期繰越損益金 △296,949,778,506 △283,134,785,514 △265,897,038,837 △257,334,720,002 △252,967,514,582 △245,073,478,007

(D) 受 益 権 総 口 数 344,984,075,714口 329,471,952,510口 313,255,712,367口 303,888,594,651口 296,463,162,550口 289,765,166,877口

  １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 1,392円 1,406円 1,512円 1,532円 1,467円 1,542円

※�当作成期における作成期首元本額358,016,952,690円、作成期中追加設定元本額5,227,617,386円、作成期中一部解約元本額73,479,403,199円

です。

※�上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額（元本

の欠損）となります。

※�上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定する受

益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。
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 損益の状況
自2021年３月５日
至2021年４月５日

自2021年４月６日
至2021年５月６日

自2021年５月７日
至2021年６月４日

自2021年６月５日
至2021年７月５日

自2021年７月６日
至2021年８月４日

自2021年８月５日
至2021年９月６日

項　　　　　　目 第　84　期 第　85　期 第　86　期 第　87　期 第　88　期 第　89　期

(A) 配 当 等 収 益 415,846,514円 402,206,130円 386,257,315円 368,297,591円 359,140,806円 350,640,247円

受 取 配 当 金 415,893,675 402,239,679 386,294,169 368,359,591 359,208,634 350,710,336

受 取 利 息 2,827 250 1,540 321 3,973 4,431

支 払 利 息 △         49,988 △         33,799 △         38,394 △         62,321 △         71,801 △         74,520

(B) 有価証券売買損益 2,990,399,667 428,985,412 3,265,437,798 585,773,562 △  1,943,679,385 2,159,550,036

売 買 益 3,085,806,863 442,487,090 3,335,885,567 607,333,874 39,898,751 2,186,338,972

売 買 損 △     95,407,196 △     13,501,678 △     70,447,769 △     21,560,312 △  1,983,578,136 △     26,788,936

(C) 信 託 報 酬 等 △     48,227,499 △     45,721,906 △     42,039,506 △     45,596,941 △     41,231,170 △     44,902,702

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 3,358,018,682 785,469,636 3,609,655,607 908,474,212 △  1,625,769,749 2,465,287,581

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △ 82,706,561,552 △ 75,927,642,570 △ 71,558,820,899 △ 66,011,149,963 △ 63,637,723,628 △ 63,931,196,688

(F) 追加信託差損益金 △217,256,251,561 △207,663,140,628 △197,634,617,833 △191,928,155,657 △187,407,558,043 △183,317,803,734

(配当等相当額) (   20,918,413,226) (   19,998,728,285) (   19,037,822,972) (   18,494,885,943) (   18,064,695,759) (   17,674,864,812)

(売買損益相当額) (△238,174,664,787) (△227,661,868,913) (△216,672,440,805) (△210,423,041,600) (△205,472,253,802) (△200,992,668,546)

(G) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △296,604,794,431 △282,805,313,562 △265,583,783,125 △257,030,831,408 △252,671,051,420 △244,783,712,841

(H) 収 益 分 配 金 △    344,984,075 △    329,471,952 △    313,255,712 △    303,888,594 △    296,463,162 △    289,765,166

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △296,949,778,506 △283,134,785,514 △265,897,038,837 △257,334,720,002 △252,967,514,582 △245,073,478,007

追加信託差損益金 △217,256,251,561 △207,663,140,628 △197,634,617,833 △191,928,155,657 △187,407,558,043 △183,317,803,734

(配当等相当額) (   20,918,413,226) (   19,998,728,285) (   19,037,822,972) (   18,494,885,943) (   18,064,695,759) (   17,674,864,812)

(売買損益相当額) (△238,174,664,787) (△227,661,868,913) (△216,672,440,805) (△210,423,041,600) (△205,472,253,802) (△200,992,668,546)

分配準備積立金 9,452,563,977 9,063,322,983 8,668,461,725 8,434,583,032 8,231,857,210 8,085,162,036

繰 越 損 益 金 △ 89,146,090,922 △ 84,534,967,869 △ 76,930,882,729 △ 73,841,147,377 △ 73,791,813,749 △ 69,840,836,309

※有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

第　84　期 第　85　期 第　86　期 第　87　期 第　88　期 第　89　期

(a) 経費控除後の配当等収益 409,959,193円 380,082,523円 381,810,687円 350,698,234円 317,910,683円 344,368,424円

(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0 0 0 0 0

(c) 収益調整金 20,918,413,226 19,998,728,285 19,037,822,972 18,494,885,943 18,064,695,759 17,674,864,812

(d) 分配準備積立金 9,387,588,859 9,012,712,412 8,599,906,750 8,387,773,392 8,210,409,689 8,030,558,778

(e) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 30,715,961,278 29,391,523,220 28,019,540,409 27,233,357,569 26,593,016,131 26,049,792,014

 １万口当たり当期分配対象額 890.36 892.08 894.46 896.16 897.01 899.00

(f) 分配金 344,984,075 329,471,952 313,255,712 303,888,594 296,463,162 289,765,166

 １万口当たり分配金 10 10 10 10 10 10

 分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
第84期 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

10円 10円 10円 10円 10円 10円
※分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が個別元

本を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。
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 組入れ投資信託証券の内容
投資信託証券の概要

ファンド名 ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ
基本的性格 ケイマン籍／外国投資信託受益証券／円建て

運用目的

主に日本の金融商品取引所に上場する株式（ＲＥＩＴやＥＴＦ等に投資する場合があります。）に
投資します。
また、スワップ取引を通じて、実質的に高金利通貨の買いと円の売りの為替取引ならびに日本の株
価指数のコールオプションの売りと円に対する高金利通貨のコールオプションの売りを行うこと
で、高水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を目指します。

主要投資対象 日本の株式を主要投資対象とします。また、スワップ取引を通じて、為替取引、株価指数オプショ
ン取引ならびに通貨オプション取引を活用します。

投資方針

１． 主として日本の株式に投資しつつ、為替取引および株価指数と通貨のカバードコール戦略を組
み合わせることで、高水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を目指します。

　＜日本株投資戦略＞
　　・ 株式への投資に当たっては、財務の安定性、収益の成長性などの個々の企業のファンダメン

タルズ、配当利回りその他のバリュエーション等を考慮して投資魅力のある銘柄を中心に投
資します。

　　・ 株式の運用は、三井住友DSアセットマネジメント株式会社が行います。
　＜高金利通貨戦略＞
　　・ 高金利の通貨の買いと円の売りの為替取引を行います。
　　・ 取引対象通貨は、ブラジルレアルとします。
　＜株式カバードコール戦略＞
　　・ 株式カバードコール戦略は、日本の株価指数にかかるコールオプションの売りを行うことで

オプションプレミアムの確保を目指す戦略です。
　　・ 株式カバードコール戦略は、原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプショ

ンの売りを行います。
　＜通貨カバードコール戦略＞
　　・ 通貨カバードコール戦略は、円に対する高金利通貨（ブラジルレアル）のコールオプション

の売りを行うことでオプションプレミアムの確保を目指す戦略です。
　　・ 通貨カバードコール戦略は、原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプショ

ンの売りを行います。
　※ カバードコール戦略では、原則として、権利行使が満期日のみに限定されているオプションを

利用することを基本とします。
　※ 高金利通貨戦略および株式・通貨のカバードコール戦略については、クレディ・スイス・イン

ターナショナルを相手方とするスワップ取引を通じて当該戦略を行った場合の投資成果を享受
します。

２．資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

主な投資制限

・株式への投資割合には、制限を設けません。
・同一銘柄の株式への投資割合は、原則として信託財産の純資産総額の10％以内とします。
・同一セクターへの投資割合は、原則として取得時において信託財産の純資産総額の50％以内とします。
・デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

収益の分配 原則毎月行います。
申込手数料 ありません。

管理報酬
その他費用

管理報酬等：年0.795％程度
上記の他、信託財産にかかる租税、信託事務に関する費用、組入有価証券等の売買時等にかかる費
用、受託会社の費用（年10,000米ドル）、管理事務費用、名義書換事務代行費用、信託財産の処理
に関する費用、組入有価証券等の保管に関する費用等はファンドの信託財産から負担されます。
※ 上記の管理報酬等には、管理事務代行会社への報酬が含まれており、その報酬には下限金額（約
40,000米ドル）が設定されています。

※ 上記の報酬等は将来変更される場合があります。
管理会社 クレディ・スイス・マネジメント（ケイマン）リミテッド

※上記の内容は、今後変更になる場合があります。

以下には、「ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド�クラスＡ」をシェアクラスとして含む「ジャパン・
エクイティ・プレミアム・ファンド」の情報を委託会社において抜粋、要約して翻訳したものを記載しています。
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 包括利益計算書（2020年11月30日に終了した年度）

2020年11月30日 2019年11月30日

（単位：日本円） （単位：日本円）

収益

損益を通じて公正価値で測定される金融商品の（損）益�(1)

受取配当金 1,622,746,503� 3,335,731,910�

金融資産及び金融負債にかかる実現損 (18,363,373,358) (19,947,031,171)

金融資産及び金融負債にかかる未実現（損）益の変動額 (2,606,598,360) 9,992,240,498�

外国為替取引にかかる実現（損）益 6,663� (181,607)

（損）益　計 (19,347,218,552) (6,619,240,370)

費用

投資顧問報酬 356,211,475� 669,180,533�

仲介手数料 129,531,434� 243,338,380�

取引費用 56,605,710� 47,793,671�

カストディーフィー 24,834,156� 40,164,635�

管理費用 19,429,718� 38,414,178�

名義書換代理人報酬 6,476,569� 14,508,334�

受託者報酬 1,151,275� 1,165,309�

登録費用 93,353� 43,239�

費用　計 594,333,690� 1,054,608,279�

運用に伴う損失（金融費用控除前） (19,941,552,242) (7,673,848,649)

金融費用

支払利息 (18,189,389) (29,564,045)

金融費用控除後及び税引き前損失 (19,959,741,631) (7,703,412,694)
源泉税 (248,523,633) (510,867,352)

包括損失　計 (運用による受益者に帰属する純資産の減少) (20,208,265,264) (8,214,280,046)

(1) �損益を通じて公正価値で測定される金融商品の損益は、公正価値で測定する金融資産及び金融負債に係る実現及び未実現損益、及び受取

配当金を含む。

 組入上位銘柄  （基準日：2020年11月30日）

※比率は、純資産総額に対する割合です。

銘柄名 業種名 組入比率
１ トヨタ自動車 輸送用機器 4.6％
2 ソフトバンクグループ 情報・通信業 4.3％
3 東京エレクトロン 電気機器 3.3％
4 ソニー 電気機器 3.1％
5 信越化学工業 化学 3.0％

銘柄名 業種名 組入比率
6 太陽誘電 電気機器 2.6％
7 デンソー 輸送用機器 2.5％
8 ＴＤＫ 電気機器 2.3％
9 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 2.2％
10 東京海上ホールディングス 保険業 2.2％

全銘柄数 107銘柄
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マネー・マネジメント・マザーファンド

運用報告書

決算日：2021年７月26日

（第８期：2020年７月28日～2021年７月26日）

　当ファンドは、上記の通り決算を行いました。ここに、期中の運用状況をご報告申し上

げます。

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 親投資信託

信託期間 無期限

運用方針 安定した収益の確保を図ることを目的として運用を行います。

主要運用対象 本邦通貨建て公社債および短期金融商品等を主要投資対象とします。

投資制限 ・株式への投資は行いません。

・外貨建資産への投資は行いません。

・デリバティブ取引（有価証券先物取引等、スワップ取引、金利先渡取引をいい

ます。）の利用はヘッジ目的に限定しません。
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最近５期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額
公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

円 ％ ％ 百万円
第４期（2017年７月25日） 10,000 △0.1 79.3 49

第５期（2018年７月25日） 9,995 △0.1 83.5 49

第６期（2019年７月25日） 9,988 △0.1 86.0 37

第７期（2020年７月27日） 9,979 △0.1 88.0 27

第８期（2021年７月26日） 9,972 △0.1 62.4 27

＊当ファンドは、安定した収益の確保を図ることを目的とした運用を行っているため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

当期中の基準価額等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

円 ％ ％
（期　首）2020年７月27日 9,979 － 88.0

７月末 9,978 △0.0 88.0

８月末 9,978 △0.0 62.5

９月末 9,977 △0.0 80.9

10月末 9,976 △0.0 88.2

11月末 9,976 △0.0 51.5

12月末 9,973 △0.1 69.2

2021年１月末 9,973 △0.1 69.0

２月末 9,973 △0.1 68.9

３月末 9,973 △0.1 68.9

４月末 9,973 △0.1 69.5

５月末 9,973 △0.1 62.3

６月末 9,972 △0.1 62.4

（期　末）2021年７月26日 9,972 △0.1 62.4

＊騰落率は期首比です。
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運用経過

【基準価額等の推移】
期　首：9,979円

期　末：9,972円

騰落率：△0.1％

【基準価額の主な変動要因】
（下落要因）

マイナス金利政策導入を背景とした無担保コールレート

のマイナス化が要因となりました。

【投資環境】
　国内短期金融市場では、期首－0.09％近辺でスタートした国庫短期証券3ヵ月物の利回りは、－0.08％～

－0.18％内での動きに終始し、－0.11％近辺で期末を迎えました。

【ポートフォリオ】
　安全性と流動性を考慮し、短期の国債・政府保証債を中心とした運用を行いました。年限に関しては、残

存6ヵ月以内の短期の国債・政府保証債を中心とした運用を継続しました。

今後の運用方針

　日本銀行は2021年3月の金融政策決定会合において、より効果的で持続的な金融緩和を実施していくため

の点検を行いました。現時点で日本銀行によるマイナス金利の深掘りの可能性は低いものの、現行の強力な

金融緩和政策を継続することから、市場利回りは当分の間低い水準での推移を予想します。当ファンドでは

引き続き、安全性と流動性をもっとも重視したスタンスでの運用を継続し、短期の国債・政府保証債を中心

とした運用を行っていきます。ファンドの平均残存年限については、2～4ヵ月程度を目安に短めを基本とす

る方針です。

(円)

9,960

9,970

9,980

9,990

10,000

2020.7.27 2020.11.27 2021.3.27 2021.7.26

基準価額の推移

CC_21788275_03_ost三住DS_マネーマネジメントMF_マネーマネジメントMF（運用経過）.indd   2 2021/09/13   17:58:21
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運用経過

【基準価額等の推移】
期　首：9,979円

期　末：9,972円

騰落率：△0.1％

【基準価額の主な変動要因】
（下落要因）

マイナス金利政策導入を背景とした無担保コールレート

のマイナス化が要因となりました。

【投資環境】
　国内短期金融市場では、期首－0.09％近辺でスタートした国庫短期証券3ヵ月物の利回りは、－0.08％～

－0.18％内での動きに終始し、－0.11％近辺で期末を迎えました。

【ポートフォリオ】
　安全性と流動性を考慮し、短期の国債・政府保証債を中心とした運用を行いました。年限に関しては、残

存6ヵ月以内の短期の国債・政府保証債を中心とした運用を継続しました。

今後の運用方針

　日本銀行は2021年3月の金融政策決定会合において、より効果的で持続的な金融緩和を実施していくため

の点検を行いました。現時点で日本銀行によるマイナス金利の深掘りの可能性は低いものの、現行の強力な

金融緩和政策を継続することから、市場利回りは当分の間低い水準での推移を予想します。当ファンドでは

引き続き、安全性と流動性をもっとも重視したスタンスでの運用を継続し、短期の国債・政府保証債を中心

とした運用を行っていきます。ファンドの平均残存年限については、2～4ヵ月程度を目安に短めを基本とす

る方針です。

(円)

9,960

9,970

9,980

9,990

10,000

2020.7.27 2020.11.27 2021.3.27 2021.7.26

基準価額の推移
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１万口当りの費用明細

項　目

当　期

項目の概要2020年７月28日～2021年７月26日

金額 比率

その他費用 0円 0.000％ その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

（その他） (0) (0.000) 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 0 0.000

期中の平均基準価額は9,975円です。

＊「比率」欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊円未満は四捨五入しています。

売買及び取引の状況 （2020年７月28日から2021年７月26日まで）

■公社債

買 付 額 売 付 額

千円 千円

国 内 特 殊 債 券 22,165 －
(29,000)

＊金額は受渡し代金（経過利子分は含まれていません。）

＊（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれていません。

主要な売買銘柄 （2020年７月28日から2021年７月26日まで）

■公社債

当 期

買 付 売 付

銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円

149 政保道路機構 5,050 － －

137 政保道路機構 5,049

152 政保道路機構 5,029

11 政保政策投資C 5,015

145 政保道路機構 2,020

＊金額は受渡し代金（経過利子分は含まれていません。）
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組入資産の明細 2021年７月26日現在

■公社債

Ａ　債券種類別開示

国内（邦貨建）公社債

区 分

当 期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
う ち Ｂ Ｂ 格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５年以上 ２年以上 ２年未満

特 殊 債 券
（除 く 金 融 債 券）

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

17,000 17,049 62.4 － － － 62.4
(17,000) (17,049) (62.4) (－) (－) (－) (62.4)

合 計 17,000 17,049 62.4 － － － 62.4
(17,000) (17,049) (62.4) (－) (－) (－) (62.4)

＊（　）内は、非上場債で内書き

＊組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合

Ｂ　個別銘柄開示

国内（邦貨建）公社債

銘 柄
当 期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日

％ 千円 千円

（特殊債券（除く金融債券））

11 政保政策投資C 1.0000 5,000 5,006 2021/09/14

145 政保道路機構 1.0000 2,000 2,003 2021/09/30

149 政保道路機構 1.0000 5,000 5,016 2021/11/30

152 政保道路機構 1.1000 5,000 5,022 2021/12/28

合 計 － 17,000 17,049 －

利害関係人との取引状況等 （2020年７月28日から2021年７月26日まで）

　該当事項はございません。

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。
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組入資産の明細 2021年７月26日現在

■公社債

Ａ　債券種類別開示

国内（邦貨建）公社債

区 分

当 期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
う ち Ｂ Ｂ 格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５年以上 ２年以上 ２年未満

特 殊 債 券
（除 く 金 融 債 券）

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

17,000 17,049 62.4 － － － 62.4
(17,000) (17,049) (62.4) (－) (－) (－) (62.4)

合 計 17,000 17,049 62.4 － － － 62.4
(17,000) (17,049) (62.4) (－) (－) (－) (62.4)

＊（　）内は、非上場債で内書き

＊組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合

Ｂ　個別銘柄開示

国内（邦貨建）公社債

銘 柄
当 期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日

％ 千円 千円

（特殊債券（除く金融債券））

11 政保政策投資C 1.0000 5,000 5,006 2021/09/14

145 政保道路機構 1.0000 2,000 2,003 2021/09/30

149 政保道路機構 1.0000 5,000 5,016 2021/11/30

152 政保道路機構 1.1000 5,000 5,022 2021/12/28

合 計 － 17,000 17,049 －

利害関係人との取引状況等 （2020年７月28日から2021年７月26日まで）

　該当事項はございません。

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。
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資産、負債、元本及び基準価額の状況

（2021年７月26日）現在

項 目 当 期 末

(A) 資 産 27,341,027円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 10,271,288

公 社 債(評価額) 17,049,399

未 収 利 息 9,656

前 払 費 用 10,684

(B) 負 債 2,997

未 払 解 約 金 2,997

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 27,338,030

元 本 27,414,261

次 期 繰 越 損 益 金 △ 76,231

(D) 受 益 権 総 口 数 27,414,261口

１ 万 口 当 り 基 準 価 額(Ｃ／Ｄ) 9,972円

＊元本状況

期首元本額 27,434,637円

期中追加設定元本額 477,685円

期中一部解約元本額 498,061円

＊元本の内訳

タフ・アメリカ（マネープールファンド） 7,968,318円

米国小型株ツインα（毎月分配型） 552,681円

日本株アルファ・カルテット（毎月分配型） 1,998,801円

米国リバーサル戦略ツインαネオ（毎月分配型） 16,364,935円

米国リート厳選ファンド（毎月決算型） 249,776円

米国リート厳選ファンド（資産成長型） 249,776円

日本株アルファ・カルテット（年２回決算型） 9,990円

大和住銀／コロンビア米国株リバーサル戦略ファンド　Ａコース（ダイワ投資一任専用） 9,992円

大和住銀／コロンビア米国株リバーサル戦略ファンド　Ｂコース（ダイワ投資一任専用） 9,992円

＊元本の欠損 76,231円

損益の状況

自2020年７月28日
至2021年７月26日

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 200,705円

受 取 利 息 205,171

支 払 利 息 △ 4,466

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △218,593

売 買 損 △218,593

(C) そ の 他 費 用 △ 19

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 17,907

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △ 58,358

(F) 解 約 差 損 益 金 1,337

(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 △ 1,303

(H) 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) △ 76,231

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) △ 76,231

＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。

＊解約差損益金とは、一部解約時の解約金額と元本の差額をいい、元本を

下回る額は利益として、上回る額は損失として処理されます。

＊追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る

額は損失として、上回る額は利益として処理されます。

投資信託財産の構成 2021年７月26日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 17,049 62.4

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 10,291 37.6

投 資 信 託 財 産 総 額 27,341 100.0
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マネー・マネジメント・マザーファンド

－　　－23

※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

お知らせ

　該当事項はございません。
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